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論 文 の 要 旨 
審査対象論文は、広い持ち家に住む高齢単身・夫婦のみ世帯が持ち家を賃貸活用して得られる家賃
収入によって、外部の介護サービス利用型の共同住宅等に住み替える場合の経済的合理性とその支援
方策等について検討したものである。介護施設に入るまで自立した生活を送るための住み替えを行う
際に、広い持ち家を賃貸活用して家計状況改善に繋げることが研究の目的である。第１章では、研究
の背景と既往研究を整理し、研究の目的と位置づけを明確にしている。また、不動産資産の貸し手と
なる高齢者世帯の属性と、その借り手となるファミリー借家世帯の条件設定を行っている。第 2章で
は、提案手法を適用する対象として一次通勤圏に着目する理由を述べている。対象となり得る市町村
の住宅需要の多寡などの特徴を分析し、その特徴から市町村を 5つのタイプに分類し、地域タイプ別
に賃貸活用支援策等について検討している。第 3章では、貸し手候補世帯の平均スペックの持ち家の
家賃を独自の家賃関数で推計し、住調データから推計した借り手候補世帯の家賃支払額と、リフォー
ム費用、通勤費の増加額などを加味した上で経済的にメリットがある借り手候補世帯数を推計してい
る。第 4章では、貸し手候補世帯にとってアフォーダブルな住み替え先について検討し、住み替え先
の整備が不足していることを指摘している。第 5章では、地方都市近郊の農村地域での高齢者の住み
替え意向について訪問調査を行い、外部サービス利用型共同住宅への潜在的需要が高いことを示して
いる。第 6章では、貸し手候補世帯にとってアフォーダブルな住み替え先の供給が民間事業者によっ
て進む可能性について収益性の観点から分析している。結論として、対象世帯による持ち家の賃貸活
用に一定の経済的メリットがあることを示し、その促進条件の提案と課題の整理を行っている。 
 
 審 査 の 要 旨 
【批評】 
本審査対象論文は、高齢者世帯がライフステージに合った住環境を探しつつ家計改善を図ることを
支援する方策を検討するという目的意識に基づくものである。長寿命化とともに高齢単身・夫婦のみ
世帯の増加が進行している状況の下、高齢者世帯の広い持ち家を賃貸活用することは、大きな社会問
題である空き家の抑制にもつながる提案である。また、介護施設が不足する中、貯蓄を切り崩しなが
らもできるだけ自立した一定レベルの生活が最期まで送れるように住み替えを支援することは、高齢
者の地域居住を支えることに加え、介護費用の抑制にもつながる。さらに、子育て中の借家世帯が高
齢者の持ち家を賃貸利用することで、比較的低コストで広い戸建て住宅のメリットを享受することに
もつながる提案と考えられる。このように、うまく連携できれば複数の社会的課題の解決につながる
可能性を持った、重要かつ時宜を得た研究であると言える。 
研究全体を通じて、定量的で客観性の高いアプローチがとられている点は評価できる。例えば、高
齢者世帯の持ち家を賃貸活用する場合の家賃を推計するため、大手賃貸住宅情報サイト 3社の約 3万
件に及ぶ賃貸住宅情報から家賃関数を作成するという膨大な作業を行っている。同様に、高齢者世帯
のアフォーダブルな住み替え先を調査するため、対象地域内約 500件の施設情報を分析している。ま
た、高齢者施設が不足している状況から、外部の介護サービスを利用するタイプの共同住宅を新規に
建設する場合の市場性について、補助施策を含めて検討している。これらの詳細な分析結果は、日本
建築学会計画系論文集および日本都市計画学会都市計画論文集という審査付き論文に採択されてお
り、高いレベルにあると言える。また、机上の作業ばかりではなく、農村地域での住み替え意向調査
では、約 170世帯を対象とする訪問調査を行っており、高齢者やその家族からアンケートの回答に加
えて生の声を多数集めて研究に生かしていることも評価できる。このように、全体として学術的な独
創性、社会的な有用性を兼ね備えた研究であり、学位論文として十分な内容をもつと判定する。 
ただし、今後検討すべき課題も残されている。例えば、守谷市、柏市、流山市など今後対策が必要
になると予想される自治体が分析対象から漏れている。現時点では条件から外れても、今後貸し手候
補世帯が大きく増加すると思われる市町村については検討を行うべきであり、一次通勤圏以外の都市
についても分析が望まれる。また、経済的合理性があるからといって必ずしも高齢者の持ち家が貸し
に出され、それに借り手がつくとは限らない。その支援策に公費を投入する場合には過剰投資になる
ことも懸念される。社会的意義の大きい研究であることから、今後それらの課題についてより一層検
討を深め、提案内容の実現可能性を高めることを期待したい。 
【最終試験の結果】 
平成 30年 2月 5 日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（工学）の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。 
 
